
資料３

障がい者虐待の防止について

青森市障がい者虐待防止センター

令和４年３月１８日

令和３年度指定障害福祉サービス事業者等集団指導



□障害者とは

・身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）

・その他心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会

的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限

を受ける状態にあるものとしており、障がい者手帳を取得

していない場合も含む。（18歳未満の者も含む。）

□障害者虐待とは

1  養護者による障害者虐待

2  障害者福祉施設従事者等による障害者虐待

3  使用者による障害者虐待
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障がい者虐待の定義（障害者虐待防止法より）



１ 養護者による障害者虐待

〇養護者とは

・「障害者を現に養護する者であって障害者福祉施設従事者

等及び使用者以外のもの」と定義されている。

※障がい者の身辺の世話や身体介助、金銭の管理等を

行っている家族、親族、同居人等が該当

※同居していなくても、現に身辺の世話をしている親族・

知人等が養護者に該当する場合がある

★18歳未満の障がい児に対する養護者による虐待における

通報や通報に対する虐待対応については、

「児童虐待防止法」が適用
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Ⅰ 障がい者虐待の分類



２ 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待

〇障害者福祉施設従事者とは

・「障害者総合支援法等に規定する『障害者福祉施設』又は

『障害福祉サービス事業等』に係る業務に従事する者」と

定義されている。

※障害者福祉施設

障害者支援施設 等

※障害福祉サービス

障害福祉サービス事業、特定・一般相談支援

事業、地域活動支援センター、障害児相談支援

事業、障害児通所支援事業 等
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Ⅰ 障がい者虐待の分類



３ 使用者による障害者虐待

〇使用者とは

・「障害者を雇用する事業主又は事業の経営担当者その他

その事業の労働者に関する事項について事業主のために

行為をする者」と定義されている。

★使用者による障害者虐待については、年齢にかかわらず

（18歳未満や65歳以上であっても）「障害者虐待防止法」

が適用。
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Ⅰ 障がい者虐待の分類



①身体的虐待

②性的虐待

③心理的虐待

④放棄・放置

⑤経済的虐待
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Ⅱ 障がい者虐待の類型



①身体的虐待

【内容】

障がい者の身体に外傷が生じ、若しくは生じる

おそれのある暴行を加え、又は正当な理由なく

障がい者の身体を拘束すること。

【具体例】

●平手打ちする ●殴る ●蹴る

●壁に叩きつける ●つねる

●無理やり食べ物や飲み物を口に入れる

●やけどさせる ●身体拘束 6

Ⅱ 障がい者虐待の類型



②性的虐待
【内容】

障がい者にわいせつな行為をすること又は障がい
者をしてわいせつな行為をさせること。
（被虐待者の性別は問わない）

【具体例】

●性交 ●性器への接触 ●性的行為を強要する
●裸にする ●キスする
●本人の前でわいせつな言葉を発する
●わいせつな映像を見せる
●更衣やトイレの場面を覗いたり、映像や画像を
撮影する
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Ⅱ 障がい者虐待の類型



③心理的虐待

【内容】

障がい者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応

又は不当な差別的言動その他の障がい者に著しい心理的

外傷を与える言動を行うこと。

（下線部は障害福祉施設従事者等、使用者による
場合。養護者の場合は削除）

【具体例】

●「バカ」「あほ」等障がい者を侮辱するような言葉を

浴びせる

●怒鳴る ●ののしる ●悪口を言う ●仲間に入れない

●子ども扱いする ●人格をおとしめるような扱いをする

●話しかけているのに意図的に無視する
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Ⅱ 障がい者虐待の類型



④放棄・放置

【内容】
食事や排泄、入浴、洗濯等身辺等の必要とされる支援
や介助を怠り、障がい者の生活環境・身体や精神的状
態を悪化させること。

【具体例】

●食事や水分を十分に与えない

●食事の著しい偏りによって栄養状態を悪化させる

●あまり入浴させない ●汚れた服を着させ続ける

●他者による身体的虐待や心理的虐待を放置する
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Ⅱ 障がい者虐待の類型



⑤経済的虐待

【内容】
障がい者の財産を不当に処分することその他障がい者
から不当に財産上の利益を得ること。

【具体例】

●年金や賃金を渡さない

●本人の同意なしに財産や預貯金を処分・運用する

●日常生活に必要な金銭を渡さない・使わせない

●本人の同意なしに年金等を管理する
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Ⅱ 障がい者虐待の類型



〇障がい者虐待は、刑事罰の対象になる可能性がある。

1 身体的虐待・・・殺人罪、傷害罪、暴行罪、逮捕監禁罪

2 経済的虐待・・・窃盗罪、詐欺罪、恐喝罪、横領罪

3 心理的虐待・・・脅迫罪、強要罪、名誉棄損罪、侮辱罪

4 性的虐待・・・・強制わいせつ罪、強制性交等罪、

準強制わいせつ罪、準強制性交等罪

※性犯罪については、被害のあったご本人にとって、

告訴することが精神的負担になる場合があることを

踏まえ、その負担を軽減するために、「非親告罪」

（告訴がなくても起訴できる犯罪）とされている。

5 放棄・放置・・・保護責任者遺棄罪
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Ⅱ 障がい者虐待の類型 ～刑事罰について～



○「正当な理由なく障害者の身体を拘束すること」

は身体的虐待にあたる。

○やむ得ず身体拘束をする場合であっても、その

必要性を慎重に判断するとともに、その範囲は

最小限にしなければならない。
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Ⅲ 身体拘束について

①車椅子やベット等に縛りつける。

②手指の機能を制限するために、ミトン型手袋を付ける。

③行動を制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。

④支援者が自分の体で利用者を押さえつけて行動を制限する。

⑤行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。

⑥自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。

以下の行為は、身体拘束に該当します



〇やむを得ず身体拘束を行う３要件

① 切迫性

利用者本人又は他の利用者等の生命、身体、権利

が危険にさらされる可能性が著しく高いこと

② 非代替性

身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する

方法がないこと

③ 一時性

身体拘束その他の行動制限が一時的であること
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Ⅲ 身体拘束について
～やむを得ず身体拘束を行うときの留意点～



〇やむを得ず身体拘束を行う時の手続き

① 組織による決定と個別支援計画への記載
・個別支援会議等において組織として慎重に検討・決定

する。

・個別支援計画に身体拘束の態様及び時間、緊急やむ

得ない理由を記載する。

※ 身体拘束の原因となる状況の分析を徹底的に行い、

身体拘束の解消に向けた取組方針や目標とする

解消の時期等を統一した方針の下で決定。

※ 利用者個々のニーズに応じた個別の支援を検討

することが重要。
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Ⅲ 身体拘束について
～やむを得ず身体拘束を行うときの留意点～



〇やむを得ず身体拘束を行う時の手続き

② 本人・家族への十分な説明

・身体拘束を行う場合には、適宜利用者本人や家族に

十分な説明をし、了解を得ることが必要。

③ 必要な事項の記録

・身体拘束を行った場合には、その態様及び時間、

その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由等必要な事項を記録する。
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Ⅲ 身体拘束について
～やむを得ず身体拘束を行うときの留意点～



〇令和3年度報酬改定において、身体拘束等の

適正化の推進について示された。

【ポイント】

・運営基準において施設・事業所が取り組む

べき事項を追加するとともに、減算要件の

追加

・訪問系サービスについても、運営基準に

「身体拘束の禁止」の規定を設けるととも

に、「身体拘束廃止未実施減算」を創設
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Ⅲ 身体拘束について
～身体拘束等の適正化の推進～



〇以下、②から④の規定が追加された。

なお、訪問系以外のサービスについては、①は既に規定済
である。訪問系サービスについては、①から④を追加する。

①身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況を並びに緊急やむを得ない理由のその他必要な

事項を記録すること。

②身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に

開催するとともに、その結果について、従業員に周知徹底を図

ること。【追加】

③身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。【追加】

④従業員に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に

実施すること。【追加】 17

Ⅲ 身体拘束について
～身体拘束等の適正化の推進～



〇実施について

・運営基準に追加された②から④の規定は、令和3年4月

から努力義務化。令和4年4月から義務化する。

・訪問系サービスにおいて追加した①については、すでに

令和3年4月から義務化されている。

〇減算の取扱い

運営基準の①から④を満たしていない場合に、

基本報酬の減算

⇒ 身体拘束廃止未実施減算（5単位/日）
適用時期：②から④について、令和5年4月から

なお、訪問系サービスは①から④のすべてを

令和5年4月から
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Ⅲ 身体拘束について
～身体拘束等の適正化の推進～



〇身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会

（身体拘束適正化検討委員会）について
【構成メンバー】

・事業所に従事する幅広い職種により構成

・専任の身体拘束等の適正化対応策を担当する者を決めて

おく必要がある。

・第三者や専門家を活用することが望ましい。

【医師（精神科専門医等）、看護職職員等】

【開催頻度】

・少なくとも1年に1回は開催することが望ましい。

【その他】

・虐待防止委員会と一体的に設置・運営することも

差し支えない。

・法人単位での委員会設置も可能。 19

Ⅲ 身体拘束について
～身体拘束等の適正化の推進～



〇身体拘束等の適正化のための研修について

【開催頻度】

・定期的に実施（年1回以上）。

【その他】

・新規採用時には必ず身体拘束等の適正化に関する研修

を実施することが重要。

・虐待防止に関する研修において身体拘束等の適正化に

ついて取り扱う場合は、身体拘束等の適正化のための

研修を実施しているものとみなして差し支えない。
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Ⅲ 身体拘束について
～身体拘束等の適正化の推進～



〇身体拘束等廃止未実施減算に関するＱ＆Ａ
令和3年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するQ&Aより抜粋
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Ⅲ 身体拘束について
～身体拘束等の適正化の推進～

（問18）

身体拘束等廃止未実施減算の適用要件である、
身体拘束適正化検討委員会の開催及び研修の
実施について、「年に1回」とは、年度で考えるのか。
または、直近1年で考えるのか。

（答）
直近1年で考える。



座位保持装置等に付属するベルトやテーブルの使用について

①本人の意思に基づいて四肢が動きやすくなることや日常生活の向上等

の効果がある

②障がい者の身体状況に合わせて変形や拘縮を防止する

③体幹を安定させることで活動性を高めること目的とする

個別支援計画に座位保持装置等を使用する場面や目的を明確に記載

し、利用者並びに家族の同意及び意見を確認する必要がある。また、

長時間の同一姿勢による二次障害や褥瘡防止の取り組みにも留意が

必要である。

⇒①～③の目的があったとしても、ベルトやテーブルを使用した状態で

漫然と長時間放置するような行為については、身体拘束に該当する

場合がある。
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Ⅲ 身体拘束について



〇障がいのあるかたに対する虐待の防止、早期発見、虐

待を受けた障がいのあるかたの保護などを目的として、

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等

に関する法律」に基づき設置。

〇障がいのあるかたに対する虐待に関する通報等（通報、

相談、届出）に24時間体制で対応。

青森市障がい者虐待防止センター

（２４時間）

☎０１７－７２２－３２６０
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Ⅳ 青森市障がい者虐待防止センターについて



通報等受付件数

分類 H30 R1 R2

養護者による虐待 24 9 13

障害者福祉施設従事者等による虐待 17 8 6

使用者による虐待 0 1 0

その他の者による虐待 1 1 0

合計 42 19 19
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Ⅳ 青森市障がい者虐待防止センターについて
～通報等への対応状況①～

上記のうち、虐待と認められた件数

分類 H30 R1 R2

養護者による虐待 8 3 4

障害者福祉施設従事者等による虐待 3 4 1

使用者による虐待 0 0 0

その他の者による虐待 0 0 0

合計 11 7 5
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Ⅳ 青森市障がい者虐待防止センターについて
～通報等への対応状況②～

虐待の類型

分類 H30 R1 R2

身体的虐待 9 5 3

性的虐待 1 0 0

心理的虐待 0 2 0

放棄・放置 0 0 0

経済的虐待 1 0 2

障がいの種別

分類 H30 R1 R2

身体障がい 0 0 1

知的障がい 5 5 3

精神障がい 5 1 2

発達障がい 2 0 0

その他の心身機能の障がい 0 0 0

※重複障がいの方はそれぞれに計上



〇障害者虐待防止法第15条

障害者福祉施設の設置者又は障害福祉サービス

事業等を行う者は、障害者福祉施設従事者等の研

修の実施、当該障害者福祉施設に入所し、その他

当該障害者福祉施設を利用し、又は当該障害福祉

サービス事業等に係るサービスの提供を受ける障

害者及びその家族からの苦情の処理の体制の整備

その他の障害者福祉施設従事者等による障害者虐

待の防止等のための措置を講ずるものとする。
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Ⅴ 障害者福祉施設等における虐待防止の取組
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Ⅴ 障害者福祉施設等における虐待防止の取組
～虐待防止の体制①～

従業者への研修実施

○ 管理職を含めた職員全体を対象にした人権意識を高めるための

研修

○ 職員のメンタルヘルスのための研修

○ 障害特性を理解し適切に支援ができるような知識と技術を獲得

するための研修

○ 事例検討

○ 利用者や家族等を対象にした研修

令和4年度から義務化

・定期的な研修の実施（年1回以上）
・新規採用時研修の必須内容とすることが望ましい



28

Ⅴ 障害者福祉施設等における虐待防止の取組
～虐待防止の体制②～

虐待防止委員会の設置

○虐待防止のための計画づくり

○虐待防止のチェックとモニタリング

○虐待事案発生時の検証や再発防止策の検討等

令和4年度から義務化

・少なくとも1年に1回は開催することが必要
・身体拘束等適正化委員会と一体的に設置・運営することも差し支えない

設置者等は委員会
での検討結果を

従業員に周知徹底
する必要がある
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Ⅴ 障害者福祉施設等における虐待防止の取組
～虐待防止の体制③～

虐待の防止等のための責任者の設置 令和4年度から義務化

倫理綱領・行動指針・掲示物等の周知徹底

○倫理綱領・行動指針の制定

○虐待防止マニュアルの作成

〇権利侵害防止の掲示物の掲示
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Ⅴ 障害者福祉施設等における虐待防止の取組
～事業所内での取組①～

日常的な支援場面等の把握

○ 管理者による現場の把握

○ 全ての虐待防止に向けた取組状況の把握

風通しの良い職場づくり

○ 普段から上司・部下・他職種のコミュニケーションが取りやすい環境づくり

○ 職員間での利用者に対する対応方針等を情報共有する

⇒ 虐待防止につながる
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Ⅴ 障害者福祉施設等における虐待防止の取組
～事業所内での取組②～

虐待防止のための具体的な環境整備

○ 事故・ヒヤリハット報告書・自己チェック表とＰＤＣＡサイクルの活用

○ 苦情解決制度の活用

○ サービス評価やオンブズマン、相談支援専門員等外部の目の活用

○ ボランティアや実習生の受入れと地域との交流

○ 成年後見制度や日常生活自立支援事業の利用
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Ⅴ 障害者福祉施設等における虐待防止の取組
～通報に関する法的な規定～

障害者虐待防止法第１６条第１項

障害者福祉施設従事者等による障害者虐待を受けたと思われる障害者を

発見した者は、速やかに、これを市町村に通報しなければならない。

同法同条第３項

刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、第1

項の規定による通報をすることを妨げるものと解釈してはならない。

障害者福祉施設従事者等は、第1項の規定による通報をしたことを理由とし

て、解雇その他不利益な取扱いを受けない。

同法同条第４項
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Ⅴ 障害者福祉施設等における虐待防止の取組
～虐待発生時の対応① ～

1）法の規定に基づき通報

2）市町村等の事実確認への協力

〇障がい者、職員等が安心して話せるような聞き取り場所の提供

〇支援記録、個別支援計画、勤務表等の関係書類の提出

3）虐待を受けた障がい者や家族への対応

〇虐待を受けた障がい者の安全確保を最優先
→利用者が安心して過ごせる環境を検討し、提供する

〇利用者やその家族等への誠意ある対応をし、信頼回復に努める
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Ⅴ 障害者福祉施設等における虐待防止の取組
～虐待発生時の対応① ～

4）原因の分析と再発の防止

〇虐待が起きた原因を明らかにし、どのようにしたら防ぐことができたのか

を客観的に分析する

〇今後の再発防止に向けた改善計画を具体化し、実行する
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施設・事業所等の従事者のみなさん
必ず一読してください！

障がい者虐待の防止と対応に
関するマニュアルです。

必ず一読し、障がい者虐待
防止に関する高い意識を
もって日々の業務に従事して
ください。


